
日本年金機構 平成２３年度計画のポイント

年金記録問題の解決に向けた取組を進める。特に、紙台帳等とコンピュータ記録の突合せ及び厚生
年金基金記録との突合せについて、重点的に体制を整備して取り組む。
【主な取組】
○ 紙台帳検索システムによるコンピュータ記録と紙台帳等の突合せ
・ 紙台帳等とコンピュータ記録の突合せを、優先順位を付けた上で効率的に実施する。
・ 平成２５年度までの全件照合を念頭に、年齢の高い受給者から順次突合せを行う。

○ ねんきん定期便や「ねんきんネット」による情報の提供
・ 加入者に対し、ユーザＩＤを取得するための「アクセスキー」を「ねんきん定期便」を活用して配布
するとともに、受給者に対し「アクセスキー」を配布するお知らせを送付する。
・ 年金記録の確認がより便利にできるよう、平成２３年秋を目途に、保険料納付済額や本人が指
定した条件に基づく年金見込額の試算を表示するなどの機能追加を行う。
・ 自宅でインターネットがご利用できない方に対して、「ねんきんネット」で確認できる情報を、協力
の得られた市区町村や郵便局においても提供するサービスを実施する。
・ 平成２３年秋を目途に、国民年金特殊台帳の突合せ作業において不一致となった死亡者の情報
を「ねんきんネット」から検索可能とする。さらに、平成２４年度以降、未統合記録等について検索
が可能となるよう準備を進める。

○ 厚生年金基金記録との突合せ
・ 厚生年金基金等との連携を図りながら、第１次審査及び第２次審査を進める。

Ⅰ．年金記録問題への対応

平成２３年度計画のポイントは以下の通り。
なお、東北地方太平洋沖地震による被災の状況を踏まえ、被災地域における確実な業務の遂行及
び被災された被保険者や受給者への適切な対応に最優先で取り組む。
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Ⅱ．提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１．適用事務

① 国民年金の適用事務の確実な実施

・ 住基ネットにより把握した２０歳、３４歳及び４４歳到達者に対する届出勧奨及び届出がない場
合の資格取得等の手続きを確実に実施する。

・ 第３号被保険者の記録不整合問題に関して、法律による抜本的な改善策について的確な施行
準備を行うとともに、第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更手続きを確実に行うため、
不整合記録をシステム的に抽出し種別変更を行うなどの取組を推進する。

② 厚生年金保険・健康保険・船員保険の適用の促進

・ 機構全体及び各年金事務所ごとに平成２３年度行動計画を策定し、機構全体として、重点的加
入指導など各種取組について、中期計画期間中のできるだけ早い時期に平成１８年度の実績を
回復することを念頭に、適切な目標を設定する。

・ 厚生年金保険と雇用保険の適用事業所全数を突合するとともに、公共職業安定所や地方運輸
局等が保有する社会保険加入状況等の情報を活用することなどにより、未適用事業所の正確な
実態把握に努める。

・ 未適用事業所に対して外部委託による加入勧奨を実施するとともに、重点的加入指導及び認定
による加入手続きを実施する。

・ 届出漏れの多い事業所、必要な書類が添付されていない届書、変更の理由や遅延して提出の
あった届書等について、届出内容の確認を徹底する。



２．保険料等収納事務

① 国民年金の納付率の向上

・ 機構全体及び年金事務所ごとに平成２３年度行動計画を策定し、以下を重点目標とする。

ア 平成２１年度の最終納付率は、現年度納付率から４～５ポイント程度の伸び幅を確保する。

イ 平成２３年度末における平成２２年度分保険料の納付率は、平成２２年度末から２～３ポイ
ント程度の伸び幅を確保する。

ウ 平成２３年度の現年度納付率は、平成２１年度と同程度以上の水準を確保する。

エ 口座振替実施率は、前年度と同等以上の水準を確保する。

オ コンビニエンスストア、インターネットバンキング及びクレジットカードによる納付件数の合計
数は、前年度と同等以上の水準を確保すること。

・ 市場化テスト受託事業者と本部、ブロック本部及び年金事務所が連携を強化し、納付督励業
務及び免除等勧奨業務それぞれについて要求水準達成に向けた取組を実施する。なお、市場化
テスト受託事業者の取組が不十分な場合には、訪問督励件数増などの必要な要請・指導を行う。

また、次回契約更改（平成２４年１０月）に向けて、実施要項の見直し作業を行う。

・ 公的年金制度に対する漠然とした不安感や不信感を払しょくし、制度の意義や仕組みなどの
正しい理解を促進するための様々な啓発に取り組む。

② 厚生年金保険・健康保険・船員保険等の徴収対策の推進

機構全体及び年金事務所ごとに平成２３年度行動計画を策定し、口座振替による保険料納付
の推進、滞納事業所に対する納付指導及び滞納処分の取組を推進する。



３．給付事務

・ サービススタンダードの達成状況を把握し、達成率が少なくとも前年度の実績を上回り、中期計画
の最終年度における目標である９０％にできるだけ近づけるように取組を推進する。特に、障害厚生
年金は、達成率の大幅な改善を図る。

・ 受給者の申請忘れ、申請漏れを防止するため、６９歳到達時に受給資格期間を満たしながら年金
請求を行っていない方に対して、年金請求を促すためのお知らせを新たに実施する。

４．相談・情報提供等

・ 窓口の混雑状況や窓口及び「ねんきんダイヤル」の混雑予測をホームページ等で提供するととも
に、相談内容に応じた相談窓口の分離などの各種対策により、通常期で３０分、混雑期においても１
時間を超えないよう待ち時間の短縮に努める。特に、待ち時間が著しく長い年金事務所について重
点的に対策を講じる。

・ 効率的な年金相談業務を行うために、平成２２年度に試行実施した年金相談事蹟管理システム
について、必要な改善を講じた上で平成２３年度早期に全国の年金事務所に展開を図る。

５．お客様の声を反映させる取組

・ お客様へのお約束１０か条の実現に努める。

・ お客様向け文書モニター会議において、お客様向けに作成・発送する文書について、よりわかり
やすいものとする観点からのご意見を伺い、お客様向け文書の改善に努める。

・ 各年金事務所等から、サービスや業務改善の取組について募集を行い、機構内で評価・表彰を行
う「サービス・業務改善コンテスト」を開催し、全国展開が相応しい取組について全国展開を推進する。

・ お客様の声を蓄積、対応を管理し、分析を行うためのシステムについて、２３年度中目途に構築する。

・ 「お客様満足度アンケート」や「お客様へのお約束１０か条」の取組状況等を客観的に評価するた
めの覆面調査を実施し、その結果を公表する。



１．効率的な業務運営体制

・ 業務の合理化・効率化を図るともに、業務の標準化を進める。標準化に当たっては、マニュアル
（業務処理要領）の精緻化や組織的な点検強化等によって、事務処理誤りの未然・再発防止を図る
ことに留意する。

・ お客様と直接接する年金事務所等第一線の職員からの要望などを踏まえ、業務改善工程表及
びシステム再構築工程表に基づき、各種の取組を進める。

２．運営経費の抑制等

・ 一般管理費（人件費を除く。）及び業務経費について、平成２２年度の執行状況を分析してコスト
の可視化を行い、コスト意識の徹底を図るとともに、効率的な執行を進める。

３．外部委託の推進

・ 納付督励等の外部委託について引き続き推進する。

４．社会保険オンラインシステムの見直し

・ 「年金記録問題検証委員会」の指摘等を踏まえ、詳細設計の前に業務プロセスの見直し等を反
映した基本設計の修正を行うなどの取組を引き続き進める。

５．その他業務運営の効率化の取組

・ 調達における事業者との接触及び情報収集・情報提供に係る適正な取扱いの徹底に努める。

・ 調達における競争性・透明性の確保を図るため、価格を重視した競争入札(総合評価方式を含
む。)に付すことを徹底し、契約予定価格が少額のものを除き、競争入札件数の占める割合を８０％
以上の水準とすることを目指す。

Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項



１．内部統制システムの構築

・ 組織内の情報伝達や進ちょく管理が適切に行われるよう、コミュニケーションの活性化を通じた風
通しのよい組織作りを進めるなど組織風土改革に取り組む。

・ コンプライアンス意識調査や研修等を通じて意識改革を進める。「情報漏えい事案の再発防止の
ためのアクションプラン」などの取組を着実に実行する。

・ 事務処理誤りの発生を可能な限り抑制するため、「総合再発防止策」に基づき、関連するシステ
ム開発などの各種取組を進めるとともに、業務の標準化を進める。

・ 内部監査を実施し、機構全体の内部統制の適切性及び有効性を確認する。

２．情報公開の推進

・ 日本年金機構の業務運営、組織及び報酬をはじめとする役員に関する情報等についての年次報
告書(アニュアルレポート)を作成し、９月を目途に公表する。

・ 年金記録問題への対応に関する業務の進捗状況や年金額回復の状況等について、定期的に情
報提供を行う。

・ 事件・事故・事務処理誤りについて、迅速に事案の概要等の情報を月次で公表する。

３．人事及び人材の育成

・ 新たな組織風土の形成と組織の活性化を図るため、優秀な人材を採用するともに、正規職員の
配置ルール等に基づく能力・実績本位の人事を行う。

・ スキルのある優秀な職員の安定的な確保を図るため、有期雇用職員から正規職員への登用を行う。
・ より実践的な人材を育成するため、研修は、新たに構築した研修体系に基づき実施する。また、内
部資格制度を構築する。

４．個人情報の保護

・ プライバシーマークの基準を踏まえつつ、個人情報保護管理推進３か年計画に基づき、個人情報
保護管理・セキュリティー対策を順次実施する。

Ⅳ業務運営における公正性及び透明性の確保その他業務運営に関する重要事項


